
 市町村では、漁港・漁場整備、維持管理業務を１名の職員（管理職を除く）で担当する市町村が全体の半数近く存在している。
 また、当該業務を事務系職員のみ（管理職を除く）で担当する市町村が全体の３割程度存在している。

技術職員が不足する市町村への支援

【今回（令和３年１月）水産庁アンケート調査・集計結果】

１

市町村（全403漁港管理者）における漁港漁場の
担当職員数（管理職を除く。）

市町村（全403漁港管理者）における漁港漁場の
担当技術系職員数（管理職を除く。）

【参考：前回（平成31年１月）水産庁アンケート調査・集計結果】
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（発注関係事務を適切に実施することができる者の活用等）

第２１条
発注者は、その発注に係る公共工事等が専門的な知識又は技術を必要とすることそ

の他の理由により自ら発注関係事務を適切に実施することが困難であると認めるとき
は、国、地方公共団体その他法令又は契約により発注関係事務の全部又は一部を行う
ことができる者の能力を活用するよう努めなければならない。この場合において、発注
者は、発注関係事務を適正に行うことができる知識及び経験を有する職員が置かれて
いること、法令の遵守及び秘密の保持を確保できる体制が整備されていることその他
発注関係事務を公正に行うことができる条件を整えた者を選定するものとする。

４ 国及び都道府県は、発注者を支援するため、専門的な知識又は技術を必要とする
発注関係事務を適切に実施することができる者の育成及びその活用の促進、発注関係
事務を公正に行うことができる条件を備えた者の適切な評価及び選定に関する協力、
発注関係事務に関し助言その他の援助を適切に行う能力を有する者の活用の促進、
発注者間の連携体制の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

技術職員が不足する市町村への支援
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公共工事の品質確保の促進に関する法律（抜粋）



（概要）
• 品確法第21条第４項に基づき、今般、発注関係事務を適切に実施することが困難な市町村に対する支援及び

水産関係公共工事等の発注関係事務を適切に執行できる者の活用を目的として、「水産関係公共工事等発
注者支援機関」を認定する制度を創設し、本認定を希望する機関の募集を実施

• 令和２年度は水産関係公共工事等発注者支援機関として４者を認定

水産関係公共
工事の円滑な
実施

８月初旬以降３月末 ５月中旬～６月中旬

支

援
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の認定

認定結果の
公表

認定者による
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発注者関係事務を公正
に行うことが可能な者に
係る制度要項、公募要項

を決定
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※支援機関の認定は、
年１回程度の頻度で行う
予定。

【支援機関の認定の流れ（令和２年度の場合）】

業務区分 業務内容

①設計・積算補助
・設計図書（仕様書、図面等）の作成補助
・積算書（積算、積算参考資料）の作成補助

②技術審査補助
・入札に関する技術的（総合評価方式等）資料及び
参考資料等の作成補助

・技術的資料の審査業務補助

③監督補助
・工事の監督補助
・施工段階確認補助
・施工状況及び体制の評価補助

④検査補助
・中間及び完成時の検査補助
・施工者及び担当技術者の評価補助

【支援策の具体的な内容】

R2.7.30

【認定機関】

・株式会社 センク２１
・株式会社 アルファ水工コンサルタンツ
・一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所
・一般社団法人 水産土木建設技術センター

〇令和２年７月30日付認定：４者

６月中旬～８月初旬

水産関係公共工事等発注者支援機関認定制度の概要

技術職員が不足する市町村への支援
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水産庁漁港漁場整備部長等からの通知

○支援機関の認定について

水産庁プレス資料（令和２年８月７日付）

○支援機関の活用について

水産関係公共工事等発注者支援機関の認定及び活用の促進

技術職員が不足する市町村への支援

４



○水産関係公共工事等発注者支援機関要件について

業務内容

技術職員が不足する市町村への支援

５

業務区分 業務内容
①設計・積算補助 ・設計図書（仕様書、図面等）の作成補助

・積算書（積算、積算参考資料）の作成補助

②技術審査補助 ・入札に関する技術的（総合評価方式等）資料及
び参考資料等の作成補助

・技術的資料の審査業務補助

③監督補助 ・工事の監督補助
・施工段階確認補助
・施工状況及び体制の評価補助

④検査補助 ・中間及び完成時の検査補助
・施工者及び担当技術者の評価補助

◆発注者（国又は都道府県、市町村等の補助事
業者）が支援機関に委託することができる発注関
係事務は、下表のとおり区分している。

※「水産関係公共工事等発注者支援機関認定に係
る募集要項」より抜粋

◆次の要件をすべて備えている必要があります。
（１）資格及び認定の要件

以下の（イ）、（ロ）、（ハ）のいずれかの要件及び（ニ）の要件を満たして
いること。

（イ）技術士（水産部門-水産土木）を有していること。
（ロ）RCCM（水産土木部門）を有していること。
（ハ）公共工事品質確保技術者又は1級土木施工管理技士のいずれかの

資格を有し、かつ、水産工学技士（水産土木部門）を有していること。
（ニ）水産関係公共工事等の発注者支援の立場として５年以上の技術的実

務経験を有していること。
（２）技術研鑽の要件

水産関係公共工事等に関係する学会、継続教育機構等に加入し、技
術の研鑽に努めていること。

支援技術者の要件

◆水産関係公共工事等発注者支援機関は、以下の（イ）、
（ロ）、（ハ）、（ニ）、

（ホ）の要件を全て備えたものとする。
（イ）公平性、中立性が担保されること。
（ロ）法令の遵守及び高度な守秘義務が担保されること。
（ハ）水産関係公共工事等の特性及び関係する法令・基準・事業制

度等に精通していること。
（ニ）発注関係事務の遂行に必要となる３．に規定する支援技術者

（支援機関に所属する技術者）が常時確保されていること。
（ホ）水産関係公共工事等に関する発注関係事務について、全国

的に豊富な受注実績を有していること。

支援機関の要件

【全国的に豊富な受注実績を有することの審査基準】
○以下の①～③のいずれかの要件及び④の要件に
合致した場合、全国的な実績と判断

◆「全国的に」を満たす受注実績の要件（ブロック構
成は※１を参照）

①15都道府県以上の受注実績
②10都道府県以上かつ２ブロック以上の受注実績
③５都道府県以上かつ３ブロック以上の受注実績

◆「豊富な」を満たす受注実績の要件
④１者あたり15件以上の受注実績を有していること。


